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兵庫県建築物安全安心実施計画［第７次］における 

令和３年度の取組状況 
 

Ⅰ 施策別取組状況 

１ 新規建築物の安全性の確保（建築規制の実効性の確保）  

 

（１）迅速かつ適確な建築確認審査の徹底 

 

構造計算適合性判定における所要期間の平均値については、近年おおむね 20日

以内で推移しており、構造以外の審査日数を勘案しても、目標は達成している。 

 

区分 処理件数 
  

処理日数 
うち適合 取下げ 

令和２年度 
（第６次計画最終年度) 554 551 3 18.7 

令和３年度 555 551 4 18.0 

 

審査担当者が、関係規則、告示等を十分に理解するとともに「兵庫県内特定行

政庁等連絡会議」や職場内会議等を活用した審査機関相互の意見交換や情報交換

を行うなど、迅速かつ適確な建築確認審査に向けた取組が進んでいる。 

 

（２）工事監理業務の適正化とその徹底 

 

工事監理者を適正に選定し、当該工事監理者による適正な工事監理を徹底するた

め、建築士法に定められた設計・工事監理に関する事項や工事監理ガイドラインに

ついての周知・啓発など、業界団体による自主的な取組や建築士事務所への立入検

査を行っている。 

 

（３）中間検査及び完了検査の徹底 

 

令和３年度末時点における実完了検査率は、令和元年度確認分が97％であり、高

い水準となっているが、完了検査の完全実施に向けて、県民への周知と建築関連事

業者への受験促進啓発等、引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

確認済証交付年度 H29 H30 R１ R２ R３ 

検査済証交付年度 H29～R１ H30～R２ R１～R３ R２～R３ R３ 

実完了検査率（％） 96 96 97 95中間値 57中間値 

目標：構造計算適合性判定を要する物件について確認図書の受付から確認済証 

交付までの所要期間の平均値を国の示すおおむね 35日以内とする。 

目標：完了検査の完全実施 
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特定行政庁ごとの実完了検査率 （調査時点：令和３年度末） 

区 分 Ｒ１確認分 
Ｒ２確認分 

（中間値） 

Ｒ３確認分 

(中間値) 

神戸市 97.5％ 95.8％ 51.1％ 

尼崎市 96.2％ 94.4％ 58.2％ 

姫路市 97.5％ 95.2％ 58.6％ 

西宮市 98.2％ 95.7％ 52.3％ 

伊丹市 99.3％ 97.3％ 61.5％ 

明石市 98.0％ 95.0％ 54.8％ 

加古川市 98.3％ 94.0％ 68.9％ 

宝塚市 96.9％ 98.0％ 59.0％ 

川西市 98.9％ 98.2％ 56.5％ 

三田市 98.4％ 95.8％ 81.2％ 

芦屋市 96.3％ 95.4％ 46.6％ 

高砂市 95.6％ 93.3％ 76.0％ 

兵庫県（上記12市除く） 95.6％ 91.5％ 55.0％ 

兵庫県全体 97.2％ 94.7％ 56.8％ 

 

兵庫県における完了検査率※の推移 

 

 

 

※ 「完了検査率」については、平成 18年度までの計算式が必ずしも実態を反映できてい

ないことから、平成 19年度から次のとおり計算式を改めた。 

なお、平成 19年度からの計算式では、検査済証交付件数を建築確認から３か年度の間

について追跡調査するため、この間は、中間報告による値（中間値）となる。 

 

 当該年度における検査済証交付件数  

                当該年度における確認済証交付件数 

 

  当該確認済証交付物件に係る検査済証交付件数    

                確認済証交付物件の件数－取りやめ届提出等件数 

  

 

平成 18年度までの計算式 ＝ 

平成 19年度からの計算式 ＝ 
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（４）建築士・建築士事務所に対する指導監督の徹底 

   

確認申請窓口や講習会等を活用し、特定行政庁、関係団体がそれぞれの立場か

ら必要な指導監督を行っているが、今後とも関係機関相互の緊密な連携の下、実

効ある取組が必要である。 

  

建築士事務所への立入検査の実施  19件 

建築士・建築士事務所の違反指導件数  23件 

建築士・建築士事務所の処分件数   1件 

   

 

（５）特定行政庁と指定確認検査機関・指定構造計算適合性判定機関との適切な連携 

 

   新型コロナウイルスの感染拡大により、対面での会議の開催が困難な状況であっ

たが、そのような中でも、立入検査の実施やＷＥＢを利用した機関相互の情報交換

等による連携が図られている。 

 

指定確認検査機関への立入検査     30件 

指定構造計算適合性判定機関への立入検査       2件 

 

２ 違反建築物対策の推進 

 

（１）違反建築物対策の徹底 

 

コロナ禍にあっても、パトロールや立入検査、是正指導が行われ、177件の違反

建築物の是正が完了した。違反建築の防止に向けた広報や消防部局との連携等に

よる情報把握、情報共有が進展している。 

 

違反建築防止週間の一斉パトロールでの立入件数  309件 

違反建築防止週間以外での立入件数 1,069件 

発見した違反建築物の件数  334件 

違反建築物の是正件数 (過年度発見分含む)  177件 

 

（２）違法設置エレベーター対策の徹底 

 

実態調査や立入検査により発見した違法設置エレベーターに対し是正指導   

を行った。消防部局、兵庫労働局及び労働基準監督署からの情報により違法状態

が判明し、指導につながる場合もあり、今後とも連携が必要である。 

 



- 4 - 

違法設置エレベーターの件数  14件 

違法設置エレベーターへの是正件数   3件 

   

３ 既存建築物の安全性の確保（適切な維持管理等の促進） 

 

（１）定期報告制度の適確な運用 

   

定期報告が未提出の所有者に対して、提出するよう督促したほか、是正が必要

とされた建築物について適切に指導を行っている。 

   関係団体においても、それぞれの会員に対し制度の周知に取り組んでいるが、

引き続き継続した取組が求められる。 

また、新型コロナウイルスの影響により令和２年度にはテキスト公開のみとな

っていた建築物調査員資格者のための講習会を、ＷＥＢにより開催した。 

 

令和３年度実績 

 定期報告対象数 定期報告件数 
何らかの処置が 

必要であったもの 

 建築物  7,352件 5,864件  5,196件 

 昇降機 39,985件 38,550件  2,667件 

建築設備  1,750件  1,557件    529件 

防火設備  3,808件  3,010件  1,468件 

 

兵庫県における定期報告の提出率※の推移  

 

※提出率＝提出件数／報告すべき件数（％） 
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（２）既存建築ストックの安全性の向上と有効活用 

 

   建築物の所有者や管理者に対して、耐震性・防火避難安全性の確保の重要性等

について周知するほか、既存不適格建築物の是正指導等を行い、改修の促進に努

めている。 

   空き家や古民家を安全に有効活用するため、各種の補助制度を利用した事業が

実施された。 

     

空き家活用支援事業の実施  住宅型   78件 

事業所型    7件 

地域交流拠点型   17件 

古民家再生促進支援事業   36件 

老朽危険空き家除却支援事業   100件 

 

４ 消費者への適切な対応 

 

（１）消費者への適切な情報提供と相談対応 

 

  住宅・建築に関する法制度・諸規則について、説明会や相談会の実施をはじめ、ホ

ームページやリーフレット等の媒体を活用し、消費者への適切な情報提供に取り組

んでいるが、引き続き相談体制の整備や関係機関・団体との連携を継続していく必要

がある。 

 

住宅改修業者登録制度の登録者数(年度末累計)   688件 

 
５ 事故・災害時の迅速かつ適確な対応 
 
（１）迅速かつ適確な事故対応 
 

建築物や昇降機に係る事故に備えるため、緊急連絡網等初動体制を事前に整備 

している。 

令和３年12月に大阪市で発生した雑居ビルの火災事故発生にあたっては、関係機

関の連携による情報把握や情報共有を行うとともに、類似建築物への調査点検、所

有者への注意喚起を行った。 

   
（２）迅速かつ適確な災害対応 
 

   災害時に備え、ネットワークや防災システムの整備を行うとともに、緊急連絡網

の整備をはじめ、連絡調整会議の開催や各種防災訓練の実施を行っている。また、

ハザードマップの作成等、県民への注意喚起にも努めている。 

二次災害の防止に向けては、被災建築物応急危険度判定士や被災宅地危険度判

定士を登録しており、研修の実施等による知識・技能の向上を図るとともに、特

定行政庁等が連携し、登録者の確保を図るなど、有事の場合に備えている。 
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被災建築物応急危険度判定士の数(年度末累計)  2,527人 

被災宅地危険度判定士の数(年度末累計)   1,047人 

 

 

６ 計画推進のための環境整備 

 

（１）特定行政庁等の執行体制の確保・向上 

 

  建築物の安全性の確保に資するための指導等が適確かつ持続的に行えるよう、確

認検査や違反指導に係るマニュアルの整備・運用を進めている。また、職員研修等に

よる人材育成のほか、中長期な課題である建築基準適合判定資格者等の確保に向け

た取組が進められている。 

 

建築基準適合判定資格者の新規登録数   8人 

 

（２）特定行政庁と関係機関・関係団体との連携等による業務執行体制の強化 

   

  兵庫県内特定行政庁等連絡会議を通じて情報交換や情報共有を行い、特定行政庁と

関係機関・関係団体との連携を図っている。また、各種手続きのオンライン化に向け

た取組を行っており、特に指定確認検査機関における確認の電子申請、審査について

は、小規模な物件や住宅等を中心に進んでいる。 

 

Ⅱ 結び 

 

兵庫県建築物安全安心推進協議会の各会員が、建築基準法や建築士法などの適確な

運用、本計画に記された推進すべき施策の推進を図っており、建築確認審査の所要期

間の目標達成や、完了検査率、定期報告の提出率の向上など、取組状況としては良好

である。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束はいまだ見通せず、日本各地で地

震や豪雨による災害が多発している。さらに、最近では大阪市の雑居ビル火災のよう

な新たな事例も発生している。 

加えて建築基準法及び建築物省エネ法が改正され、2025年には審査の特例対象の縮

小、また、省エネ基準の適合対象建築物範囲の拡大が義務付けられるなど、建築物を

取り巻く環境が大きく変化しようとしている。今後改正される手続や基準について周

知していくなど、安心して業務に取り組むことができる環境整備が求められている。 

引き続き、特定行政庁と関係機関・関係団体との連携・協力により、建築物の安全

性の確保に向けた取組を推進することが必要である。 


